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ご挨拶 

 

多くの学会で 10 年ごとに回想や資料を用

いて内部からその歴史を振り返っています。

本学会においても、2000 年 3 月に「消費者

金融サービス研究学会」としてから 20 周年

を迎えるにあたって、「パーソナルファイナ

ンス学会の 20 年を振り返る」というテーマ

で第 20 回全国大会（神奈川大学）において、

座談会を行いました。われわれが日々行って

いるパーソナルファイナンスに関する研究

は、明確な意図や十分に練り上げられた戦略

にしたがって行われているものもあります

が、長年の慣行や歴史的状況に埋め込まれた

形で行われることが一般的です。したがって、

所与の前提から演繹的に行うタイプの研究

もありますが、さま

ざまなコンテキス

トから帰納的に行

っていく研究も必

要です。既存の概念

や理論を、それが発

生した歴史的状況

のなかでとらえなおして、歴史的コンテキス

トのなかで理解する必要があります。今回の

座談会は、この 20 年という過去に焦点をあ

てていますが、現在との関連に根差した問い

を発しており、今後の研究のためのいくつか

の重要な視点を提供してくれる貴重なもの

となりました。 

パーソナルファイナンス学会 

会長 坂野友昭 
 

企画趣旨 

 

本座談会は、パーソナルファイナンス学会

が 20 周年を迎えるにあたって、これまでの

学会活動を振り返りながら、学会の意義を再

認識することを目的としています。そして、

本座談会から今後の活動に新たなヒントを

提示するために企画されました。 

 登壇者には、学会設立に尽力され初代会長

であります江夏健一先生をはじめ、学術研究

から学会を支えていただきました杉江雅彦

先生、晝間文彦先生、実業界から江澤博通様、

マスメディアから岸紀子様、司会・進行には

前会長桑名義晴先生をお招きし、活発な議論

をしていただきました。 

座談会では、日

本のパーソナルフ

ァイナンスビジネ

スの黎明期から学

会設立の経緯や目

的を振り返り、さ

らに役割や意義に

ついての御意見をいただきました。そして、

今後の課題や期待をフロアとの意見交換か

ら浮き上がらせることができたのではない

かと存じます。ご参加いただきました皆様に

は厚く御礼申し上げます。

大会委員長 岸本寿生 
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登壇者 

江澤博通（元 SMBC コンシューマーファイナ

ンス常勤監査役） 

江夏健一（早稲田大学名誉教授） 

岸 紀子（元日本金融新聞編集長） 

杉江雅彦（同志社大学名誉教授） 

晝間文彦（早稲田大学名誉教授） 

 

司 会  

桑名義晴（桜美林大学名誉教授） 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

桑名義晴：今回の全国大会の最後のセッション

になります。ご案内のように最後のセッション

は、特別企画として座談会形式で『パーソナル

ファイナンス学会の 20 年を振り返る』という

テーマで行いたいと思います。私は司会を務め

ます、桜美林大学の桑名と申します。 

まず、この座談会の進め方についてご説明い

たします。御案内のように登壇者として、早稲

田大学名誉教授の江夏先生、同志社大学名誉教

授の杉江先生、早稲田大学名誉教授の晝間先生

の３名の先生がたに学会の方から登壇してい

ただきます。そして、元 SMBC コンシューマ

ーファイナンス常勤監査役の江澤様に登壇し

ていただきます。それから、マスメディアを代

表いたしまして、元日本金融新聞編集長の岸様

にもご登壇していただきます。というわけで、

５名の方に登壇していただくわけですが、最初

に今紹介しました５名の方から、10 分ないし

15 分間、それぞれのお立場からのスピーチを

していただきます。およその予定としまして、

1 時 45 分くらいまでスピーチの時間に充てた

いと思います。その後約５分間ブレイクをいた

します。それから、フロアの方々からの質問を

受けながら５名の先生がたとインターラクシ

ョンしながら座談会を進めていきたいと思っ

ております。 

この企画は大会実行委員会の方々で考えて

いただいたわけですが、今回で全国大会が 20

回目となります。本学会は、2000 年 3 月に「消

費者金融サービス研究学会」としてスタートし

て、20 周年を迎えています。もともと、本学会

は消費者金融サービスに関する問題を国際的

に研究して産業界、企業及び個人の利益の向上

という趣旨で作られ、活動を展開してきました。

ご承知のように、全国大会、定例研究会、書籍

あるいはジャーナル等のルーティン的な活動

を行っていると同時に、場合によってはそれ以

外の活動も行ってきています。そして、2009 年

5 月に、もう少し研究対象や問題の幅を広げる、

という趣旨から学会の名称を「パーソナルフィ

ナンス学会」と変えまして、今日に至っており

ます。この 20 年の間に、業界が非常に発展す

ると同時に、途中、貸金業法の改正があって逆

風が吹き、貸金融業も荒波に揉まれました。学

会も、そういった業界の動きを反映しながら、

全国大会のテーマを決めるなど活動を展開し
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てきました。そういったことを踏まえて、この

20 年間を振り返り、最後に少し学会の将来の

課題も検討していきたいと思っています。若干

余談になりますが、理事会の方では本学会を今

後どういった方向へ持っていったらいいのか

ということも検討しておりますので、今日の座

談会を踏まえて今後の学会の 20 年、30 年の将

来につなげていきたいと思います。 

それでは、さっそく登壇者からスピーチをお

願いしていきますが、まずは江夏先生からお話

をいただきたいと思います。ご承知のように、

江夏先生はこの学会の創設者であり、創設の時

から約８年間会長をされました。学会の設立の

経緯や、当時の学会の役割、使命あるいは体験

などを江夏先生からお話していただければと

思います。それではお願いいたします。 

 

江夏健一：ご紹介に預かりました江夏です。貴

重な時間をいただきまして、ただいまご紹介に

あったように、この学会ができて 20 年になり

まして、まさに感慨ひとしおでございます。ど

ういう経緯でこの学会ができたのか。個人的な

ことですが、私は 1957 年に早稲田へ入ってか

ら 10 年間学生をやった後に、近畿大学に勤め

ました。その際に、今こちらにご臨席の杉江先

生にお会いしたこともありまして、杉江先生と

お話しすると関西弁になります（笑）。近畿大

学に着任して、約 10 年来私のメジャーな専攻

は本来国際ビジネスと多国籍企業だったわけ

です。それが何故かこういう違った方向にきて

しまったのか。私はその後、副専攻として、こ

れを「ニュービジネス」と捉え、看板を揚げま

した。 

なぜ、こうなったのかということもお話しし

したいと思います。ほぼ 10 年間、近畿大学に

勤めた頃、幸いにも奨学金がもらえまして、

1977 年の夏から 1978 年の夏までアメリカの

マイアミにあるフロリダ・インターナショナ

ル・ユニバーシティというところで、研究する

機会に恵まれました。それはそれとして帰国し

ますと、私が世話になっておりました旅行会社

の人からいきなり「お会いしたい」と言われま

した。何かと思って行ってみたら、ある業界が

産業視察をしたいので、そのコーディネーター

をお願いしたいということでした。どういった

業界かというと、消費者金融でした。なかんず

くレンダース・エクスチェンジです。皆さんの

中には、「なにそれ？」とわからない若い方も

いらっしゃるかもしれませんが、そこが米国へ

産業視察に行きたいので、そのお供をしていた

だきたいということだったのです。一度、その

関係者にお会いしていただいたいということ

だったのですが、今思えばレイクの浜田社長と

の面接だったわけです。その結果、お願いした

いということになりました。私どもがその後大

変お世話になった森本さんですが、今日は来て

いらっしゃいますか？来ていらっしゃらない

でしょうか。その森本さんが最後の幕引きまで

やった、1969 年にできた日本消費者金融協会

（JCFA）が柱になり、その下支えをしている

情報センターがありました。当時、33 はなか

ったかもしれませんが、10 いくつの情報セン

ターがありました。レンダース・エクスチェン



 

4 

 

ジですから、貸金業界の方々が信用情報交換す

るところの社長さんたちと一緒にアメリカに

視察に行くことになりました。その目的はなん

だったのかというと、当時のレンダース・エク

スチェンジは、貸金業者が電話でお客さんの名

前を言って調べるのです。例えば、江夏健一が

借りにきましたが、どうでしょうか？と電話を

します。すると、その履歴があるかどうか、俗

に言う「ホワイト情報」や「ブラック情報」ま

たは事故情報がなかったかどうかを、１件あた

りいくらかで照会します。そして、同時に自分

たちがやったビジネスもインプットしていき

ます。お互いに全件について登録して、それに

よって精度を上げます。ただ、それが全てマニ

ュアルだったのです。電話とカードでやってい

ました。それを電算化したいということで、そ

の先進国である米国に視察に行きたいという

ことだったのです。それをお引き受けしたのが

1979 年でした。スタートしたのが 6 月 10 日

で、その時の方々です。眼鏡（サングラス）を

かけてちょっと怪しい感じの方もいますが、決

してそうではなく非常に天候にも恵まれたと

いうことです。日程が、バンクーバー、ロサン

ゼルス、ニューヨーク、ワシントン DC、オー

ランド、ラスベガス、そしてロサンゼルスとい

う、トータル 10 日間の旅程でした。テクニカ

ルツアーですね。 

訪問先は、バンクーバーでは「クレジット・

ビューロー・バンクーバー」という情報センタ

ーで買収がかかっておりました。それから「ハ

ウスホールド」という懐かしい名前だと思いま

すが、日本にも進出してきた消費者金融ですね。

その後撤退しましたが。そこにもお訪ねしまし

た。実際には、その中にもまだ電算化していな

いところもあり、おばあちゃんが一人いて電話

がかかってきたら「はいはい」といってカード

を調べるところもありました。バンクーバーで

はそういったところを見て、ロサンゼルスへ行

きました。名前を聞けばお分かりになると思い

ますが、ここには「TRW」や「トランスユニオ

ン」といった錚々たる信用情報センターを訪ね、

実際に中を見せてもらい、お互いに意見を交換

しあってきました。電算化のメリットやデメリ

ット、また様々なことについてお話をする機会

がありました。「ローンシャーク」という言葉

がありましたが、ニューヨークでは実際に質屋

さんはどういったところなのかを見に行きま

した。それからワシントン DC へ行ったのは、

そこに「ナショナル・クレジット・ファイナン

シャル・アソシエーション（NCFA）」という米

国の消費者金融と「クレジット・ビューロー・

インク」を訪ねるためでした。あとはオーラン

ドに飛んで、皆さんが休んでおられる間に、私

はセントルイスのアカデミア・オブ・インター

ナショナルビジネスの全国大会に出席して、ま

た合流してラスベガスへ寄って帰ってきまし

た。毎回お訪ねした後、勉強会を開いて本当に

真剣に取り組んだという記憶がございます。そ

の成果は、多分後ほど江澤さんからも補足の説
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明がいただけると思いますが、それらが実って

33 センターは確実に成長し、それが今の「日

本信用情報機構」の前身である日本情報センタ

ーになっていきました。そういったことに若干

貢献することになりました。したがって、私が

この分野に関係したのはそういった個人信用

情報関連のものでありまして、帰ってからはた

またまオブザーバーとして来ておられました

アコムの木下さんとラジオに出たり、日本金融

新聞に寄稿したり、あるいは、その頃まだあっ

た金融経済新聞の方々とも一緒に仕事をして

おりました。さらには、JCFA の機関誌である

「クレジット・エイジ」にも、折に触れて広報

関係や経営のイロハのようなことを書き、視点

として「新しいビジネスを立ち上げるとは」と

いうことをやってきました。そんな中で私自身

は 14 年間近畿大学に在職して、その後関西学

院大学に 6 年間いました。そして早稲田へ戻っ

てきたわけですが、ちょうどその頃にアコムさ

んも東京に進出し、プロミスさんも進出してい

ました。後ほど、その話も出てくると思います

が、新しいビジネスとしての消費者金融と言う

のはどちらかというと関西がルーツだったと

言えます。それが関東にきて、全国的なものに

なってきたわけです。その中で、私も早稲田に

戻った機会に、ここにおられる桑名先生や坂野

先生といった仲間の皆さんと、今でもお世話に

なっている学会の事務局である国際ビジネス

研究センター（IBI）というものを作りました。

そこに個人情報部会というものを作り、委託を

受けて研究をしています。そういったことを奥

島孝康先生や晝間文彦先生、小林麻理先生とい

った方々を中心として法律的、経済学的、経営

学的に研究しています。また一方では、我々の

柱であります国際ビジネスの研究ということ

で、国際ビジネス研究学会というものが立ち上

がったわけです。 

ちょうどその頃、ご案内のように 1993 年前

後からプロミスさんや三洋信販さん、アコムさ

ん、1996 年には武富士さん 1997 年にはアイ

フルさんが株式上場してきました。そして経団

連にも加盟しました。いよいよ済々と発展し、

これから飛躍していくというまさに頂点に来

た頃です。今申し上げた大手の６社（レイク含

む）がその頭文字をとって「TAPALS」と言い

ますが、「消費者金融連絡会」というものを結

成しました。その事務局の中には、江澤さんも

いらっしゃいました。実は、私と坂野先生がそ

こへ行きまして、経団連にも加盟するという新

しい業態が社会的にも認知され、社会的な役割

を担っていくためには何をするべきなのか。そ

のためには、学問的にも研究する必要があるの

ではないか。忘れもしませんが、その時に坂野

先生が社長さんたちの話の中で、「人の命を商

売にしている保険業は世の中から認知される

のに 700 年かかりました。そのくらいいろん

な努力や研究があったのです」とおっしゃいま

した。まして、出来てまだ 30 年や 40 年のこ

の業態ですから、そういう意味ではまだ十分に

社会的に認知されていなかったために、ずいぶ

ん性急に PR に走りました。その頃はお地蔵さ

んやなんだのとコマーシャルがすごかったで

すし、大々的にプレゼンスがありました。そう

いう勢いに乗じて排他的批判も非常に多かっ

たのです。その中でも、やはり今でいう「『企

業も社会的な役割を果たす』という意味でしっ

かりとした消費者教育をやっていくためには

学会が必要なのです」というアピールをしまし

た。説得には半年以上かかりましたね。そして

サポートしてくれるということで、この学会が

できたのです。こうして作ったということで、

関西からは杉江先生、関東でもそれぞれの分野

の先生たちにメンバーになっていただいて学

会ができてきました。言い出しっぺということ

で任期 4 年を２回、会長を務めさせていただ

き、その間７回も理事に選ばれてやってきまし
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た。しかし、そういう支援関係がなくなってく

る中で、我々学会も自立していかなければなら

ない。昨年、桑名理事長の尽力によって 20 年

に向けての記念誌の出版ができました。それら

に向けて、どうやって資金的なものを手当てで

きたのかと申しますと、たまたま幸か不幸かこ

の JCFA さんが店じまいするとき、残ったお金

を会員に戻すのではなく学会にということで、

多大な寄付をしていただきました。それらが未

だこういった形で生きていて、我々まだたった

の 20 年で成人を迎えたばかりですが、これか

らスタートするところまで来ました。これから

どうしていくべきだろうか。それについて申し

上げますと、今回のレジュメの中にこれまでに

どういったことをやってきたのかを示す、第１

回からの統一論題が出ております。この流れに

沿って見れば、何がその時代の課題であったの

か。そして今日 20 回には、AI というものが捉

えられています。学会の名前も中身も変わると

いうことは悪いことではなくて、その時代に応

じた形でこれからも若い方々がぜひいろんな

ご意見やアイディアをどんどん出して、この学

会を発展させていかれるということが、私ども

の何よりの願いです。ということで、私の話し

は終わらせていただきます。ありがとうござい

ました。 

 

桑名：ありがとうございました。 

それでは次に移ります。杉江先生からお話を

いただきたいと思います。先ほども少しお話が

ありましたが、杉江先生は創設時からこの学会

の副会長をされておりまして、江夏先生と二人

三脚で学会の発展に貢献されてきました。それ

と同時に、関西部会の部会長もされていらっし

ゃいます。それでは、杉江先生よろしくお願い

いたします。 

 

杉江雅彦：杉江でございます。お話しをさせて

いただく機会を頂戴いたしまして、ありがとう

ございます。 

この学会の元々の消費者金融サービス研究

学会が生まれた背景なり、その経過なりをこれ

ほど詳しく聞いたことはこれまでになかった

ものですから、私にとっても新しい知識が入っ

てきたというように感じております。そういっ

た当初の学会の設立については、江夏先生や坂

野先生などのご苦労があったと思います。しか

し、私がそのことについてはなんら承知してお

りませんので、お話しすることはちょっとでき

ません。当初から副会長と西部部会の部会長を

ずっと務めさせていただいております。先ほど

もお話がありましたように、もともと大手の消

費者金融業者はほぼ大阪か京都の出身という

ケースが多く、それらの方々が皆、東京へ出て

きたのです。それは、他の業界でも同じことな

のですが、結果としてどういうことになったの

かと言えば、関西では基本的に学会のメンバー

が少なすぎるという問題があります。ですから、

非常に難しい運営ということになります。それ

と今申しましたように、もう一つは、主な企業

が東京に本社を構えるということになると、ブ

レーンの方々も皆東京に集まってしまうこと

になります。つまり、大阪や京都といった関西

の支店では営業が中心となってしまい、企画研

究の専門家がほとんどいないということにな

ります。本学会でも毎年一回の西部部会を 20

年近く続けてまいりましたが、その報告者をお

探しするのが大変だということがありました。

仕方がないので、ベテランの人と新人が組むと

いう形を取りながら今日までやってきました。

そういう実務部会の会長としては、苦しみなが

らやってきているという感じがするわりには、

何ら貢献できていないと反省しています。 

今日は、私の失敗というか若気の至りという

か、そういったことをお話ししたいと思ってお

ります。最初に消費者金融サービス研究学会に
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お誘いいただいたのは江夏先生なのですが、喜

んで入らせていただきました。なぜかというと、

ちょっと言葉は悪いかもしれませんが、この学

会はニッチな学会だと思ったからです。そのニ

ッチさが良いと思いました。なぜそういったふ

うに思ったのか、ということをお話しさせてい

ただきます。私は大学院を出てすぐに金融学会

に入会いたしました。現在では、「日本金融学

会」と言いますが、当時は金融論の学会として

は最も有力で伝統のある学会でした。そこに入

れてもらって、早速、関西部会で、私は初陣の

報告をさせていただきました。ところで、学校

の名前を出すのはいけませんので、ローマ字で

言わせていただきますと、私が大学院を出た当

時の関西の有名校で金融論の学者が多い大学

の K 大学や O 大学が、メインストリームを形

作っていたのです。そこで私は報告したのです

が、資産運用の理論をお話ししました。当時、

関西で最も有名な大御所の先生が、コテンコテ

ンに私の報告を批判したのです。20 歳代後半

の新人に対してここまでやるのかというくら

いで、私は参ってしまいました。当時ほとんど

の金融学者が知らなかった名前だと思います

が、ハリー・マーコヴィッツという人の「ポー

トフォリオ・セレクション」という統計的な理

論を使って話をしました。ところが、それが「い

かん」というわけです。つまり、当時の新古典

派の正統経済学では、流動性選好説が通説にな

っておりましたので、なぜこれを使わないのか

とこっぴどく叱られました。私はしょげて帰り、

女房を連れて近所の映画館へ行きまして、森繁

久彌主演の映画を見て憂さを晴らしたという

覚えがあります。つまり、そういう大きな伝統

的な学会というのは、なかなか異論を持ち込め

ないというふうに思いました。新しい理論を自

分の方法論で勉強し、それを発表させてもらえ

るという学会が欲しいな、そういうところへ入

りたいなと思っていました。その後、証券経済

学会というのができまして、たまたまそこも発

起人の段階から入らせてもらっています。今で

も会員なのですが、最近はほとんど出ていませ

ん。そこでは好きなことを、好きなようにやら

せてもらえました。若いときにそういった苦い

経験がありましたので、伝統あるでかい学会に

はあまり関与したくないということで、この消

費者金融サービス研究学会に喜んで入れてい

ただきました。それが私の大学生活の定年近い

ときで、結局それから 20 年が経過しましたが、

この学会に対しては、自分の研究としてあまり

功績を残すことはできなかったなと思ってお

ります。ただ、もうちょっとお話しをさせてい

ただくとすれば、先ほどの江夏先生のお話にも

ありましたように、消費者金融業界から多大な

ご援助をいただいて始まった消費者金融サー

ビス研究学会で、私はその 9 年間は「戸惑い」

と「こだわり」の期間だったのではなかったか

と思っています。つまり、こんなに多大な資金

援助をいただいてやっている学会というのは

ほとんどありませんから、「これでいいのか」

という戸惑いと、消費者金融サービスという研

究領域にこだわらざるをえなかったというこ

とです。前会長先生からご紹介がありましたが、

リエゾンオフィスにお願いして作っていただ
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いた、これまでの統一論題のタイトルを見ます

と、消費者金融サービス研究学会の時は、必ず

『消費者金融サービスと○○』というふうにタ

イトルが付いています。そういう形で進めてい

けたら、という「こだわり」もあったのではな

いかと思いますね。それが、「パーソナルファ

イナンス学会」になってからの統一論題を見て

みますと、全くそういうのは出てきません。そ

ういう意味では、今度は「広がり」と「挑戦」

という時期になっているのではないかと感じ

ます。ですから、イノベーションとか AI とか、

フィンテックなどとの関わりの中で、パーソナ

ルファイナンスを考えていこうという学会に

変わってきました。もう戸惑いもこだわりもい

らないのではないでしょうか。自由な研究発表

ができるということです。統一論題の論者の

方々の報告をお聞きしていても、かなり広がり

のあるお話が聞けたと思っております。そして、

これからの何十年かをどうするのかというこ

とは、また座談会の時に少しお話しをさせてい

たければよろしいかと思います。消費者金融サ

ービス研究学会を第一期とすれば、「戸惑い」

と「こだわり」だというふうに申しました。そ

れが第二期としてパーソナルファイナンス学

会に改名してからを、「広がり」と「挑戦」と

いうふうに表現すれば、これからはむしろ「羽

ばたき」と「深掘り」ですね。日本銀行ではあ

りませんが、「深掘り」ということが非常に大

事ではないかと思います。そのことはまた後で、

お時間がありましたら発言させていただきま

す。ありがとうございました。 

 

桑名：ありがとうございました。 

それでは、続きまして晝間先生の方からお話

をいただきたいと思います。晝間先生も副会長

をされたわけですが、それと同時に研究者とし

て多くの研究業績を挙げられております。研究

者の立場からお話をしていただければありが

たいと思います。それではお願いします。 

 

晝間文彦：晝間でございます。江夏先生、それ

から杉江先生の後に喋るというのは、何かちょ

っと申し訳ないような気持ちでおります。 

最初にこの消費者金融サービス研究学会、そ

して 2009 年からパーソナルファイナンス学会

に関わりを持つようになった経緯ということ

で、時間を埋めさせていたければと思います。 

私は、消費者金融サービスの実務にはあまり

関心が薄いのです。ただ、私の恩師である矢島

保男先生をご存じの方も多いと思いますが、消

費者金融というジャンルを初めて日本に紹介

して開拓された先生であります。それから、も

う一人、矢島先生の弟弟子の望月昭一という方

から経済学を教えられました。今はもうありま

せんが、「日本クレジット産業協会」という団

体で、望月先生は「消費者信用統計」を毎年作

るお仕事をされておられました。それを後に引

き継ぐことになりますが、1970 年から 75 年く

らいの間の大学院生の時代には、矢島先生から

ゼミで消費者金融の参考書で勉強させていた

だきました。はっきり申し上げて、私は当時、

先ほど杉江先生が言及されていらっしゃった

金融マクロなどに興味を持っていて、あまり消

費者金融に興味はなかったわけです。そのあと、

望月先生から消費者信用統計の仕事を引き継

ぎまして、いろんな業態がある中、毎年一回統

計をまとめるという点で、わずかながら統計の

面を勉強させていただきました。そういうこと

で、直接の興味はあまり持っていなかったので

す。1993 年くらいに経産省の会議に参加しよ

うということで呼ばれました。そこで問題にな

っていたのは、自己破産でした。当時、社会問

題化していたのだろうと思いますが、そこで初

めてそういうことを考えてみたのです。最初の

うちは消費者行動理論とか恒常所得理論とか、

ライフサイクル・コンサンプションなどをやれ
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ば、なんとかなるのではないかと軽く考えてい

たのです。でも、そんなふうに考えていても、

どうして自己破産するまで借りて、果ては自殺

することになるのかということまで、なかなか

しっくりいかないということが続きました。江

夏先生が行かれたのと同じ（奨学金）だと思い

ますが 1994 年から 95 年に、矢島先生が前か

ら関心を持っておられたインディアナのパデ

ュー大学というところに行きました。そこで、

これをやりたいと研究を始めました。そうする

と２つの出会いがありまして、一つは 2017 年

にノーベル経済学賞をとったリチャード・セイ

ラーさんの『The Winner’s Curse』という本に

偶然出会いました。そこで、「双曲割引」とい

う人間の癖のようなものが、過剰借り入れの背

景にあるのではないかというような示唆をも

らいました。さらにその話をしたら、その当時、

実験経済学をされていたチャールズ・ノゼアと

いう人に会うことができたのです。その方から、

行動経済学や実験経済学というものが、いかに

将来性があるかということを教えられました。

帰ってきてから、そのチャールズさんを早稲田

に呼んで経済実験をやったり、クレジット産業

協会でアンケートを取ったりしました。双曲割

引のアンケートがありまして、それをアンケー

トに入れて使わせてもらいました。そうすると、

まさに双曲割引の理論で過剰消費を説明する

ことができるという結果が、日本のデータで生

まれたわけです。今はもうなくなってしまった

と思いますが、カウンセリング協会で債権の問

題を抱えている人とそうではない人を集めて

同じ問題をしてもらい、どのくらいの双曲の割

引率が違ってくるかということもさせていた

だきました。そのように非常にのめり込んでい

た時に、この学会が立ち上がりまして、確か

2001 年くらいにアンケートの結果を報告させ

ていただきました。結果は大成功というわけで

はないのですが、やってきた研究の結果の一端

として 2010 年に札幌大学で発表させていただ

きました。 

そんなわけで、あまり実業界の知識などはな

かったのですが、時代として学会がそんなふう

に立ち上がり、私が興味を持っていた自己破産

が大きな問題になっていて、そこで学問的な興

味がうまく一致したのです。ですから、自分の

都合が良かったということだったのかもしれ

ませんが、微力ながら参加させていただき、つ

ながりができたのです。最後に、将来のことは

座談会でもお話になるということですが、一応

そのことについて思ったことをお話しさせて

いただいて終わりにします。 

腰が悪いもので、昨日、神奈川大学へちゃん

と来られるかどうか心配していたのですが、ど

うにか大丈夫でした。そこで聞いた発表では、

２つのフレーズ「匿名経済」と「顕名経済」と

いうことで、市場の在り方も変わると中川さん

も李さんもおっしゃっていました。李さんは、

情報の非対称性が無くなるかもしれないと言

っておられました。そういったことは一般の学

会ではあまり出ない話ですから、それを聞いた

時にちょっと「ドキッ」としました。もし、そ

うだとすると今までの経済の在り方が変わっ

てしまう可能性が大きいですね。ですから、ち
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ょっと考えたいという気持ちにさせていただ

きました。もう年ですから、考えられるかどう

かもわかりませんが、そういう刺激を昨日受け

てきました。そういう意味では、今ちょうど情

報技術革新、AI、キャッシュレス、そういう関

連の言葉が舞っておりますが、現在そこに直面

しているのだろうと思います。杉江先生ではあ

りませんが、そういう面で自分が思ったことを

発表していければと昨日聞いて思いました。 

どうもありがとうございました。 

 

桑名：どうもありがとうございました。 

それでは、次に移りまして、江澤さんからお

話いただきたいと思います。 

江澤さんは長くプロミスにお勤めになられ、

今でもこの業界のリーディング・カンパニーの

責任者として活躍されていらっしゃいます。

20 年間、ある意味においては業界のウォーキ

ング・ディクショナリーという存在です。そう

いった視点からお話が聞けるのではないかと

思います。それではお願いいたします。 

 

江澤博通：ご紹介いただきました江澤でござい

ます。 

私は昨年、SMBC コンシューマーファイナ

ンスにおいて任期満了で退職いたしまして、現

在は出来たばかりの会社で、ブロックチェーン

を使って暗号資産の交換所を作ろうしており

ます。そういう意味では、今、晝間先生のお話

にありました、「情報の非対称性」が無くなる

方向に近づけるような業務になるやもしれま

せん。そのへんのことも、よくよく考えていき

たいと思っております。 

先ほど、江夏先生から昔の話をしていただい

たところでございますが、懐かしく聴いており

ました。中に出てきました、クレジット・ユニ

オンは今、SMBC コンシューマーファイナン

ス子会社のプロミス香港でも使っております。

この情報センターは、個人情報交換だけではな

く、個人格付スコアも販売しております。タイ

の情報センターは、タイ王国とクレジット・ユ

ニオンの共同出資の情報センターになってお

ります。昨日から「AI」や「個人の情報」とい

うことがずいぶん出てきておりますが、私の江

夏先生や学会の先生方とのお付き合いという

のも、レンダーズ・エクスチェンジ、個人情報

の問題といったところから始まっております。

初めて江夏先生にお会いしたのは、岸さんのご

紹介で IBI を訪問した時でした。 

個人情報に関してもう少しお話しをします

と、1995 年に「EU 個人データ保護指令」とい

うのが出ました。個人データの取り扱いに関わ

る個人情報の保護と、移動に関わる指令でござ

います。当時、法律を整備しないとマスター、

ビザカードが日本で使えなくなるという話が

ございまして、「個人情報保護法」に関する議

論を重ねました。「個人信用情報保護法」を先

に作ろうという話もありましたが、まず先に

「個人情報保護法」だということになった記憶

がございます。法律に先んじ、江夏先生のご指

導や小林麻理先生のご協力を得て、ジャパンデ

ータバンクでは「顧客データ保護指針」を策定

しました。これは日本の金融界において最初の

試みであったと思います。同時に江夏先生から

は、特にコンプライアンスの面において、テク

サス・インストルメンツ等の事例をベースにし

てコード・オブ・コンダクトを作るべきだとい

うご示唆をいただきましたので、大手各社とも

行動規範を制定しました。こういうこともござ

いまして、特に消費者金融の大手各社について

は、内部統制の質が高い企業体質になりました。

また、先生方にご指導をいただいた組織として

全情連が挙げられると思います。全銀協、CIC

や CCB などに比べて全情連は当時、現在でも

そうですが、個人情報の量・質ともに抜きん出

た存在でありました。 
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そういう中におきまして、消費者金融業界で

はいろいろなことが起こりました。商行為に関

する法律がない状態で黎明期を迎えた業界で

したが、貸金業規制法ができた後も、各種の問

題がたびたび起こってしまいました。2000 年

には商工ローン問題、2004 年にはヤミ金の問

題、2006 年には多重債務問題が起こっており

ます。2010 年には貧困問題ということも起こ

りました。そのような状況の中で、晝間先生か

らお話もありました自己破産も大きな問題と

して浮かび上がりました。1997、98 年ごろか

ら急速に破産が増えたのです。当時、アメリカ

で「破産 100 万件時代」と言われました。ちょ

うどこれとタイミングが同じなのですが、弁護

士の広告解禁がありまして、大きな騒ぎとなり

ました。アメリカと同様に弁護士法が改正にな

って広告をするようになったら、破産申請が増

えることが予測されます。そこで破産をなくす

ために、もっと努力しなければいけないという

ことになり、カウンセリングや金銭経済教育が

注目されました。このことにつきましては、学

会にご支援をいただきまして、各社ともに力を

入れて今日に至っております。もっとも、20 年

前は、金銭教育に関しても「学校ではお金を借

りないように。と教えているのに、上手なお金

の借り方とはなんという事か。」というご意見

もいただいた時代でした。SMBC コンシュー

マーファイナンスでも、特に消費者教育として

金銭経済教育に力を入れておりまして、本年は、

2011 年のスタートから数えて学生・社会人の

受講者が 100 万名に達すると聞いております。

こういったことを踏まえまして、幾度となく法

改正がなされてきたわけです。消費者金融市場

には今申し上げた問題等を含めまして、新たな

マーケットの出現と失ったものがあります。新

たなマーケットとしましては、学会でも過去に

ご報告されていますが、銀行の消費者金融が挙

げられます。SMBC コンシューマーファイナ

ンスでも、大きな保証残高がございます。銀行

でも直接的におやりになっているところもあ

るようですが、ほとんどが消費者金融会社の保

証で融資をされていらっしゃいます。 

それから海外展開ですが、活発化してきまし

た。各社が海外展開した時に、「国内で金利が

下がったから海外で儲けるということで、海外

に悪いものを輸出し始めた」とのご意見がござ

いました。各社とも行為規制のレベルが低い海

外においても、日本並みの基準で経営をされて

おります。そして、失ったものですが、アメリ

カ的に言えばサブプライムに対する貸付、もし

くは緊急性のある貸付という市場が消失した

ということ。さらに、過払い問題に起因して借

り手のモラルがだいぶ下がってきたのではな

いかという感じがしております。貸付上限金利

が 29.2%の時の各社の貸し倒れは１%にも満

たない状況でした。現在は、利息制限法での貸

付ですが、各社ともに３%を超えています。金

利が下がってきて、情報センターがより整備さ

れてきているはずなのですが、なかなかそうは

いかないのはどういうことなのでしょうか。

我々実業界と学会と一緒になって世の中にい

ろいろ申し上げてきたのは、価格規制なのか行
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為規制なのかという問題、それから貸し手の問

題と借り手の問題や責任です。加えて、不法業

者の排除ですね。 

少しお話が長くなってしまいましたが、昨日、

発表者のお話を聞いておりまして、特に AI や

個人情報について考えさせられました。私の海

外の経験から言いますと、一般的に顧客が 10

万件を超えれば与信が上手くいくということ

でしたが、国によっては 10 万件を超えてもき

ちんとした与信が出ません。これは、無登録者

が多く、情報センターが機能しない場合がある

ということです。そういうところでは、AI に

よって違うファクターをいくつか加えて分析

するということが有効かもしれません。中国的

な決済手段を導入し、各公的個人情報を加える

ことによって、何らかの結論が出るかもしれま

せん。 

また、昨日、お話がありました「匿名経済」

から「顕名経済」は、そうであるなら、日本で

はどうしたら良いのでしょうか。中国のように

公民ではなく個人であります。そのプライバシ

ーは守らなくてはなりません。 

今後につきましては、先ほど杉江先生から明

快なお話がありました。私は初めの 10 年間、

業界の渉外担当をしておりましたので、カウン

セリングや消費者啓発、それから法改正につい

て、学会で勉強しながらやってきた時代だった

と思います。そして改正貸金業法が制定された

後の 10 年につきましては、グローバル化とい

うことで学会にご指導をいただきました。今後

の 10 年につきましては、今私が所属しており

ます分野でのブロックチェーン、AI、スマート

コントラクトが成長する時代になっていくと

思います。そういう側面で、今後とも学会のお

力をお借りしながら新たな市場創造に参加し

たいと思っております。 

以上で私のお話しを終わらせていただきま

す。 

桑名：江澤さん、どうもありがとうございまし

た。それでは最後に、岸さんからお話をいただ

きたいと思います。みなさんご承知のように、

岸さんは長年「日本金融新聞」の編集長をされ、

業界専門紙の立場から、業界や学会の在り方を

見られてきましたので、そういった立場からの

お話が聞けるかと思います。 

それではお願いいたします。 

 

岸紀子：岸です。私の経歴をご存じない方もい

らっしゃるようなので、少し自己紹介をします。 

 最初に江夏先生が紹介された 1979 年の海外

視察時には、私は大学に入ったばかりですので、

日本金融新聞紙上でしか当時のことを知りま

せん。1983 年 3 月に大学を卒業して、留学資

金を貯めるために腰掛のつもりで入社したの

が日本金融新聞だったのですが、ちょうど貸金

業規制法が施行されて業界に大倒産時代が到

来したことがあって、先輩たちがどんどん辞め

てしまったために編集長に就任したというの

が私の経歴の始まりです。 

 その後は、江夏先生ともお仕事をさせていた

だいたり、江澤さんには業界に関することをい

ろいろと教えていただいたりとお世話になっ

てきました。 
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 ここに映している

のは、学会設立時の

記事です。この記事

の下のコラムで、私

自身の想いも綴って

いますのでちょっと

紹介させていただき

ます。 

 「社会は消費者金

融の仕組みすらまっ

た く 理 解 し て い な

い、という重大な課

題に対して、業界は

きちんと取り組んで

いく必要がある。そ

の一つとして、この

学会ができたことは

業界にとって大きな

一歩だ」「今までのよ

うな、多重債務問題

だけで市場全体を語る議論ではなく、多面的な

視点から研究されることを大いに期待したい」 

 偉そうですねえ、でも私としては大変な期待

をもって学会設立を迎えましたし、それからの

20 年間も間接的にお手伝いすることができた

ことを、心から嬉しく思います。 

 日本金融新聞については、2006 年の貸金業

法改正と過払い請求の拡大により事業環境が

急速に悪化し、皆様にご迷惑をかける前に会社

をたたむことを決断しました。そして、この法

改正で誕生した貸金業法の指定信用情報機関

でもある日本信用情報機構（JICC）にお世話に

なることになったのが 2014 年 4 月、というこ

とになります。JICC では主任研究員という肩

書をいただき、業務の一つに事業環境分析があ

りましたので、業界だけではなく政治・行政や

このパーソナルファイナンス学会やクレジッ

トマネジメント研究会など学界の動向を引き

続きウォッチする立場として仕事をしてきま

した。 

 さて、ようやく本題に入りまして、現状の課

題とこれからのことについて話したいと思い

ます。 

私は、2020 年 2 月に 60 歳での定年退職を

迎えるにあたり、再雇用制度を選択せず独立す

ることを決断しました。いろいろやりたいこと

があるからですが、この業界に関連することと

しては「自由な立場で意見を出していきたい」

という想いがあります。それは、法改正からこ

れまでの間に「日本における貸金業市場の在り

方に関する研究が停滞している」と感じている

からでもあります。 

 その代表とも言えるのが、日本の信用情報機

関制度分野です。 

 行政においても、学界においても、アメリカ

や中国など海外の信用情報機関制度について
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は皆さん関心をもって実態把握や研究に努め

られています。では、日本についてはどうでし

ょうか、本当に皆さん実態を分かっていると言

えるのでしょうか。そして何よりも、本当に信

用情報機関の社会的存在意義とその制度の在

り方について検証されていると言えるのでし

ょうか。私はそこに大いなる疑問を感じていま

す。 

 なぜそのようなことになっているのか。それ

は、法改正で指定信用情報機関制度が導入され

たことで、制度問題については決着していると

捉えられているからではないか、と思っていま

す。しかし、指定信用情報機関制度というのは、

「多重債務問題を再燃しないために導入され

た総量規制」の実効性を高めるためだけに生ま

れたものです。従って、消費者が新たな借り入

れ申し込みをする時点での他の貸金業者から

の債務残高と延滞の有無のみが分かればいい、

という内容になっており、その人のクレジット

ヒストリー評価については考えられていませ

ん。また、「多重債務」の定義が、「貸金業者か

らの借り入れ」に限定されているという問題も

あります。さらには、ほぼ同時期に割賦販売法

においても指定信用情報機関制度が導入され、

法的には分断された状態が継続しています。 

 一方で、国を挙げて推進していこうとしてい

る政策が「デジタライゼーション」で、業界に

関係する代表的なものとして FinTech があり

情報銀行があります。FinTech については今さ

ら説明するまでもないとは思いますが、新たな

ICT 技術を駆使して顧客にとって利便性が高

くかつ包摂的なサービスを提供することで新

たな市場を生み出し、ひいては経済の活性化を

図ろうとする考え方により推進されているも

のです。また、情報銀行については個人のデー

タコントロール権を明確にしたうえで個人デ

ータの流通を促進し、同じく経済の活性化につ

なげようとするものです。このように、大きく

社会構造の変革が図られている中で、信用情報

機関の在り方については取り残されているこ

とを懸念しています。 

 もう一つ、業界の在り方を考える上での視点

を提示させていただきたいと思います。 

 昨今ではグローバル課題として、様々な分野

での「サステナビリティ（持続可能性）」の実

現があります。国連による 2015 年の SDGｓ

（持続可能な開発目標）採択を契機に、日本で

も次第に政策に落とし込まれるようになりま

した。企業は「長期的に持続可能な企業価値の

創造」を、ストーリー性をもって説明できなけ

れば、十分な投資を受けられない時代が訪れて

います。その骨格となるのは、企業の「社会的

存在意義」です。私は、貸金業界が業界として

の「社会的存在意義」を明確に提示していただ

けるよう、その視点からの研究が深まることに

強い期待を持っています。 

 「貸金業界が何を言ってもどうせ批判される」

という理由で思考停止に陥ることなく、新たな

時代を築いていただきたい、というのが今の私

の偽らざる気持ちです。そこに、これから微力

ながらお手伝いできれば、と考えています。 

 

桑名：岸さん、ありがとうございました。 

先生がたから貴重なお話を伺ったわけです

が、それでは、ここで一旦５分間ほど休憩にし

たいと思います。５分後に座談会を開始したい

と思います。 

 

（敬称略） 
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